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文化芸術活動の継続・発展に向けた感染症対策の在り方について 

 

2021 年 2 月 19 日 

新型コロナウイルス感染症対策の推進による文化芸術活動の継続・発展に関する専門家会合 

 

2020 年に緊急事態宣言が解除された後、徐々に活動を再開しつつあった文化

芸術活動は、2021 年 1 月に再度発出された緊急事態宣言に伴い、再び深刻な打

撃を受けている。特に、コンサートや演劇といったイベントについては、収容人

数 5,000 人以下及び収容率 50%以下とするイベントの開催制限並びに 20 時以降

の使用制限によって、その活動を著しく制限されている。  

このような未曽有の困難と不安の中であるからこそ、私たちに安らぎや勇気、

明日への希望を与えてくれる文化・芸術の灯を守り、次代へと受け継いでいかな

ければならない。 

今後、緊急事態宣言が解除され、イベントの開催制限についても段階的に緩和

される局面へとなっていくに際して、感染症拡大のリスクを最小限に抑えつつ、

可能な限り活動を継続し、発展させていく必要がある。 

 本報告は、このような緩和局面における感染症対策の在り方を中心として、文

化庁に設置した「新型コロナウイルス感染症対策の推進による文化芸術活動の

継続・発展に関する専門家会合（アドバイザリーボード）」における、専門家及

び関係団体の意見を取りまとめたものである。 

 「イベント」には様々な類型があるが、ここでは、クラシックコンサートや演

劇といった、観客席において大声での歓声、声援等が無いことを前提としうる公

演について議論することとする。また、内容や規模の点で様々な公演をひと括り

にすることへの意見もあった。 

 

１．イベント開催制限の段階的緩和について 

（緊急事態宣言下におけるイベント開催制限の公演への影響） 

○ 多くのコンサート・演劇等の公演では、損益分岐点を収容率 70%～80%程度で

設定しているため、収容率を 50%とする制限は、満席であっても収益が上げ

られず、実質営業禁止と変わらない措置であるという声がある。 

○ また、多くの公演では、１日１回、19 時から２時間程度の時間設定が多いた

め、20 時までに終演しなければならないという働きかけは、根本的なプログ

ラムの見直し等が必要であり、極めて厳しい制限であると受け止められてい

る。 

○ このほか、通常２～３か月前からチケットを販売していることや、アーティ
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ストが都道府県域をまたいで移動することなどの特性から、緊急事態宣言下

における対応を難しいものにしている現状が共有された。他方、感染症対策

の専門家からは、感染状況は日々変化するものであり、あらかじめ基準を設

定することは難しいとの見解も共有された。 

（これまでの集団感染発生状況の評価） 

○ 一方で、コンサート・演劇等の公演は、観客が大声で歓声、声援等を行うも

のではないため、観客席における飛沫の発生は少なく、感染拡大のリスクは

低いと考えられる。 

○ 「クラシック音楽・鑑賞に伴う飛沫感染リスク検証実験報告書」（2020 年 7

月 クラシック音楽公演運営推進協議会 日本管打・吹奏楽学会）では、高

性能クリーンルームにおける実験であるものの、マスク着用下であれば、「１

席あけた着席」でも「連続する着席」でも、飛沫などを介する感染のリスク

に大きな差はないことが示唆されている。 

○ 実際に、これまで業種別ガイドラインに基づき感染症対策が行われる公演に

おいては、収容率を 100%としたものであっても、観客間で感染が広がった事

例は報告されていない。 

※ 2020 年 6 月～7 月に発生した新宿の劇場におけるクラスター（出演者・

観客の濃厚接触者 850 名、陽性者 115 名）は、業種別ガイドラインに基

づく感染症対策が行われていない事例であった。 

（イベント開催制限の段階的緩和） 

○ 今後、緊急事態宣言が解除され、イベントの開催制限についても段階的に緩

和される局面へとなっていくに際して、感染症拡大のリスクを抑えつつ、可

能な限りの文化芸術活動を継続・発展させていくという観点からは、感染状

況等を踏まえつつ、大声での歓声、声援等が無いことを前提としうる公演に

ついては、早期に収容率を 100%以内まで緩和していくことが考えられる。 

 

２．感染症対策において今後留意すべき事項について 

（業種別ガイドラインの評価と改定） 

○ 上述の通り、業種別ガイドラインに基づく対策が行われる公演においては、

観客席における感染拡大の事例はこれまで確認されておらず、業種別ガイド

ラインの効果は、一定の評価が可能である。 
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○ これまでも、出演者やスタッフにおいて感染拡大が確認された事例の分析等

を踏まえて、公演自体にとどまらず、稽古・練習等の公演準備や公演前後の

密の発生を防ぐための措置を体系化するなどの改定が行われてきたところ

であるが、今後とも、事例の評価をガイドラインに迅速に反映するサイクル

を回していくことで、より洗練された内容としていく必要がある。 

（飲食につながる人の流れの抑制） 

○ 今般の緊急事態宣言下においては、「飲食につながる人の流れの抑制」の観点

が重視された。今後、同様の対策が必要な局面となる場合を想定し、例えば、

大規模な公演の前後の人の流れを追跡するような実証実験を行うなど、エビ

デンスに基づいた政策決定の基礎となるデータを収集しておくことは有益

であるという意見もあった。 

（自主的に行われる対策） 

○ また、業種別ガイドラインに基づく対策に加えて、自主的に様々な対策が行

われている。このような追加的な対策は、様々な現場の状況に柔軟に対応し、

出演者や観客が安心して公演を行うことに貢献しているが、行われている対

策の中には、必ずしも科学的に妥当な手法等で行われていると言い難いもの

が含まれているのではないかという懸念がある。 

○ 例えば、過度な対策により経営状況が悪化し、文化芸術活動が継続できなく

なるというようなことにならないよう、専門家のアドバイスのもと、感染症

対策をより効果的なものとしていく必要があると考えられる。 

以 上 
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